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スマートシティとは

【背景】
少子高齢化、過疎化、災害など、我が国の多くの地域が共通的に抱える
地域課題は多数あり、「安心安全な街」「買い物に困らない街」、「医療体
制に心配のない街」、「にぎわいのある街」など『住みやすい街づくり』を目指
して、デジタル技術やデータを活用した住民の利便性向上が求められている。

【定義】
➢ スマートシティは、ICT、IoT 等の技術や官民各種のデータを有効に活

用しつつ、各種分野におけるマネジメント(計画、整備、管理・運営等)の
高度化により、

➢ 住民、企業等により良いサービスや生活の質を提供することで、都市や
地域の抱える諸課題の解決を行い、新たな価値を創出し続ける、

➢ 持続可能な都市や地域でありSociety 5.0の先行的な実現の場。
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Society 5.0のしくみ
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Society 5.0で実現する社会

Society 5.0で実現する社会では、IoTで全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、新た
な価値を生み出す。またAIにより、必要な情報が必要な時に提供されるようになり、ロボットや自動走行
車などの技術で、少子高齢化、地方の過疎化などの課題が克服される。
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IoTの効果

総務省「IoT機器等の電波利用システムの適正利用のためのICT人材育成事業」講習会テキストより
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IoTの導入事例

総務省「IoT機器等の電波利用システムの適正利用のためのICT人材育成事業」講習会テキストより
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スマートシティサービスの基盤
「都市OS」の整備を
ご支援します
～地域課題解決のための
スマートシティ推進事業（総務省）のご案内～

お問合せ先
総務省 四国総合通信局
情報通信振興課
電話：0８９－９3６ -5０６１（直通）
emai l :  sh ikokuーch i ik i@soumu.go. jp

スマートシティの実装に取り組む
地方公共団体や企業・団体の皆様へ
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はじめに ～スマートシティに係る現状と課題～

• 少子高齢化、過疎化、災害など、我が国の多くの地域が共通的に抱える地域課題は多数あり、

「安心安全な街」「買い物に困らない街」「医療体制に心配のない街」「にぎわいのある街」など
『住みやすい街づくり』を目指して、デジタル技術やデータを活用した住民の利便性向上が求められています。

• 一方、各地域や自治体がそれぞれ異なる仕様でスマートシティサービスのシステムを構築してしまうと、

地域間でデータやサービスをやりとりする際に互換性がなくなり横展開に多大なコストが発生してしまうため、
相互運用性に配慮してシステムを構築する必要があります。

⇒ 本事業は、より効果的・効率的な課題解決のため、各サービスの基盤となる「都市OS」の整備を補助するものです。

ICTデータの活用により、
国民の健康寿命を延伸

キャッシュレス社会を実現し、
取引をデジタルで完結

いつでもどこでも必要な
移動・配送サービスを提供

エネルギー、上下水、リサイクル
などを地域内で最適管理災害の情報をリアルタイムで

取得・発信し、迅速な避難・
復旧を実現

地域の見守りを支援し、
安心・安全な街を実現

分野間データ連携

エネルギー
水、廃棄物

セキュリティ

健康・
医療・介護

金融防災

自動走行
・自動配送

都市を中核とする
多核連携ネットワーク
の実現

特色・資源を生かした
多様な地域の実現

（スマートローカル／スマートアイランド／
スマート×グリーン／…）

多様な課題解決ニーズ
の汲み取り

横展開・
都市間連携の推進

スマートシティのサービス事例
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スマートシティリファレンスアーキテクチャにおける、スマートシティを推進するにあたり重要な
基本コンセプト
①利用者中心の原則
全てのスマートシティに関与する者は、常にスマートシティサービスの利用者を意識してスマー
トシティの取組を進めることが必要。
②都市マネジメントの役割
スマートシティが持続的に運営され続けるためには地域全体をマネジメントする機能が必要。

③都市 OSの役割
自由かつ効率的にデータやサービスが、分野間や地域内外で連携・流通され易くするために
は、情報プラットフォーム（都市 OS）の導入が有効。
④スマートシティルールの重要性
オープンデータに加えて個人情報を含むパーソナルデータや企業が商用目的で保有する
データを利活用することや、新技術等を用いた新しい概念のサービスが提供され得ることに
対応したルールが必要。
⑤相互運用の重要性
日本全体で効率よくスマートシティ化を推進するためには、他地域や他システムとの相互運用
を効率よく行える必要。

スマートシティリファレンスアーキテクチャ（内閣府）
スマートシティのアーキテクチャ （設計思想、設計方法、実現方式等）を各主体が決定していく
際に参照するもの。
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都市マネジメントの役割の中心となるものは、地域のスマートシティの全体的かつ俯瞰的な管

理。地域におけるスマートシティにおいて適切な都市マネジメントが行われることにより、以下に
示すような様々な問題の発生を防ぐことが期待できる。

➢ 同じ地域における意図しない重複開発

➢ 利用者ニーズに合致していなかったり、認知されていなかったりするために利用されない
サービスの開発や提供

➢ 本来連携されるべきサービスが相互関係なく分散して開発されたり、ビジネスモデルを検討
せずに開発や提供がされたりすることで、多大な費用負担が発生

➢ 連絡する窓口や担当者が不明瞭なことにより地域間連携や官民連携が困難となる

このような地域全体を俯瞰的に管理する機能（都市マネジメント）が存在・実装されることにより、
地域におけるスマートシティが一体感や統一感を持つ取組としてまとまると同時に、利用者に
とってもサービス提供者にとっても持続的に効率の良いスマートシティの推進が実現可能となる

都市や地域という大規模な集合体における持続的な「経営」と、システムの相互運用やサービ
スの横展開を実現するには都市マネジメントが必要不可欠。

スマートシティにおける都市マネジメントの役割
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◼ サイロ（ばら積み倉庫）型：データ連携基盤の構築を行わず、スマートシティの取組が個別に行われた場合、それ
ぞれのソリューションが、サイロのように垂直方向にいくつも並列されることとなり、データやサービスの連携・流通がで
きない。また、構築されたシステム、サービスの再利用ができないため、開発コストが高い。

◼ データ連携型：データ連携基盤を構築することにより、センサー等の端末から送られるデータなどを効率的に収集・
管理させたり、都市間/分野間で相互に連携させることが可能となる。

⇒地域課題解決のためのスマートシティ推進事業（総務省）は、より効果的・効率的な課題解決のため、各
サービスの基盤となる「都市OS」の整備を補助するもの。

※API：外部のアプリケーション等からデータ連携基盤の機能を利用できるようにするための仕様（インター
フェイス）。
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都市ＯＳ
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総務省スマートシティ関連事業（H29～R５年度） 実施地域
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群馬県嬬恋村の事例 【分野間連携】

令和2年度総務省事業※ 「ダッシュボードを活用した防災スマートシティー」

◼ 防災やコロナ対策のためのデータを収集し、嬬恋村統合データベース上に集約。標準APIを通じて職員、住民、事業者で利活用
できるようにすることで、災害情報連携による効率的な対応、災害時のきめ細やかな支援、安全性の見える化を実現。

◼ ダッシュボード上で多様な情報を一元管理し、職員・住民等の適切な範囲にweb上でダッシュボードを共有。

令和3年度総務省事業※ 「観光・関係人口増加のための嬬恋スマートシティ」

○防災等情報と観光情報をチャットボットで提供 ○様々な情報をダッシュボード上で提供

令和４年度「夏のDigi田甲子園」
内閣総理大臣賞 受賞

災害対策本部と現場・避難所間の情報共有や問合せ対応を効率化
（対応時間の50～60％減を見込む）GW期間中の観光客数は前年比200％増達成

データを解析の上、
適切なタイミングで
観光情報や
クーポン等を提供

⇒令和2年度に集約した防災・規制情報と令和3年度の観光情報を合わせて提供することで、
安全・安心で移動しやすい観光を提供。

◼ ①点在する観光施設等の情報（位置情報、イベント、プラン、感謝券、電子マネー使用可否等）と②観光客の潜在情報
（属性・アンケート結果・モバイル空間統計・アクセス履歴等）を都市OSに集約。公開された標準APIやWebサイトを通じて、
①と②をマッチングさせたデータを自治体、住民、事業者、他の自治体で利活用可能。

全体可視化と共に
詳細より写真・動画
等も確認可能



20

長野県伊那市の事例 【サービス連携】

■移動診療車による遠隔
診療（2020年6月～実証、
2021年4月～本格運用）：

・医師不足、医療機関の偏
在という課題

・医療機器を積んだ専用車
に看護師が乗り込み患者
宅へ訪問し、遠隔地の医
師が患者をテレビ電話で
診察。

■AIによる最適運
行・自動配車（2020
年4月～）：
・ CATVから当日予
約可能で、AIが乗合

に最適なルート検索
しドアツードアで運
行するタクシー。
・利用対象者は65歳

以上等で、１人１回
250～500円
登録者数2,276人
＜H3利用実績＞
・１日平均109人
・平均乗合率41%

■安否確認：

・一定期間以上視聴
していないこと等を
検知した場合に家
族にメールでお知
らせ。
■リマインド：

・物忘れ防止のため、
CATV画面にメッ
セージを表示

◼ 中山間地域において、自家用車を持たない高齢者などの移動・買い物が困難な状況

（スーパーまでバスで40分、さらにそのバスは1日2本のみの運行という家庭もあり。移動スーパーは週に1-2回。 ）

◼ ケーブルテレビ普及率は約65%

使い慣れたケーブルテレビのリモコンによるサービス提供

課

題

等

※令和元年度総務省 「データ利活用型スマートシティ推進事業」採択

◼ CATVをプラットフォームとする簡便で多用途なシステムにより、将来にわたり暮らし続けることのできる地域環境を整備

実

施

内

容

◼ 高齢者が日ごろから慣れ親しんだリモコン操作のみで完結するサービス（①買物、②交通、③安心）を導入

⇒地域コミュニティを守るため、人を介在させながら最先端技術を導入

概

要

都市
OS

サ
ー
ビ
ス
／
ア
プ
リ

クラウド型地域情報プラットフォーム

高齢者が
慣れ親しんだ
リモコンで操作

安心
（高齢者見守り）

交通
（ぐるっとタクシー）

■ドローン物流（2020年8月～。2021年11月から10km以上の長距離飛
行可能となり配送エリア拡大。）：
・ケーブルテレビの画面上で、午前11時までに約380品のうちから商品
を購入すると、夕方までにドローン等で配達される

※ドローンは、（一社）信州伊那宙が拠点施設で離陸・着陸を遠隔
操作。決められた経路を自動で飛行する設定
※対象集落内（高齢者世帯約700戸）において事前登録者にサー
ビスを提供。利用者は週１～２回利用

＜ファイナンス＞
・「伊那市支えあい買物サービス条例」により、利用者から月額1000円、
販売者から売上の10%を徴収。（CATV利用料と商品代金と併せて、
伊那ケーブルテレビジョンが口座振替で市の代理収納）
＜利用実績＞
・令和4年2月までの売上は約229万円（注文戸数のべ1,183世帯）

買物
（ゆうあいマーケット）

商
品
注
文

ス
ー
パ
ー

拠
点
施
設

公
民
館

自
宅

ドローン
集落支援員
が運搬

【流れ】

医療MaaS
（モバイルクリニック）
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香川県高松市の事例 【地域間連携（都市OS共同利用）】

高松市は、平成29年度総務省補助事業で
データ連携基盤を構築

◼ 運用維持費を負担金方式で分担

⇒各自治体にメリット（２市町は低廉な費用で利用可能）

◼ 道路通行情報、気象情報、河川水位、潮位等の防災関連

情報をデータ連携で一元化。

⇒広域で発生する災害等に対し、俯瞰的な状況把握が可能
となり、避難勧告などの意思決定を支援。

◼ 中核市が導入したデータ連携基盤を周辺自治体が共同利用する事例が出始めている。

⇒海岸、河川、道路沿いの隣接自治体による広域災害への対応やコスト面でメリット。

高松市・観音寺市・綾川町の3市町にて
防災に関するデータ連携

綾川町観音寺市

高松市

（資料）日本電気株式会社

降雨分布
時系列表示

河川水位
画像

道路通行
実績

道路規制

広域防災
データ連携・利活用基盤

交通情報・気象情報など様々な分野の情報を

共通運用画面へ表示→リアルタイムの状況認識へ

天気道路 河川水位 潮位

高松市の導入したデータ連携基盤を
隣接2市町で共同利用

※平成29年度総務省「データ利活用型スマートシティ推進事業」
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R４年度採択 【ローカル5Gと汎用画像AI技術による先進的スマートシティ地域活性化事業】

実施地域 愛媛県松山市、東温市、今治市 実施主体 株式会社愛媛CATV

事業概要 本事業を実施する地域では、ICTやIoTの活用の遅れにより、人口減少・高齢化が進む地域での資源の有効活用による活性化、
人手不足の中小企業でのスマート化による生産性向上、観光拠点のしまなみ海道での安全・快適なサイクルツーリズムやインバウンド
促進、商業施設での混雑状況可視化等による利用者の利便性向上などが課題となっている。その大きな要因は、ソリューションの
専用性による費用対効果の低さである。これらの課題解決のため、本事業では、地域の産学官民によるスマートシティ推進組織を
立ち上げ、民間主導による、汎用性・共有性・費用対効果に優れたローカル ５Gや画像AIの先進ICT・IoT技術を用いた
スマートシティプラットフォーム（FIWARE）を構築、安全快適で持続性のある運営体制やルールを整理のうえ社会実装し、
他分野・地域連携による横展開を行い、地域のにぎわい創出、生産性向上等、地域DXの推進による活性化を図る。

取組内容 実施体制図

システム構成図

本事業は、愛媛CATVが主体的に構築、推進してきたローカル5Gをはじめとする地域無線通信基盤など
を活用し、汎用性の高い画像AI情報を用いたスマートシティプラットフォーム（FIWARE）を構築することで
、画像AIの高度で多様な分析機能や分析結果、制御機能を地域の様々な課題解決のために容易に利
用することができる環境を構築する。クラウド上の高度な画像AI機能やスマートシティプラットフォームを分野
横断や広域連携によってシェアし、末端のデバイスに汎用性を担保することで普及の詐害要因となるコスト課
題を解決し、自治体をはじめ地域の民間におけるICTやIoTの利用を促進する。
事業効果として、にぎわいの創出、生産性向上等、官民による地域DX推進による活性化に資することが

期待できる。

【本事業内における画像ＡＩユースケース】
・活性化推進地区（まちづくり分野）

三津浜地区（松山市）での車の混雑分析、人流測定など
・工場DX（産業分野）

工場（東温市、松山市）での在庫管理など
・観光施設（観光分野）

しまなみ海道（今治市）での人流（主にサイクリスト）測定など
・商業施設（商業分野）

レスパスシティ（東温市）における駐車場の混雑分析など

【都市OS】
・情報集約プラットフォームはクラウド上の都市OS（FIWARE）
で構築し、機密性を求められる画像AIサーバーは地域閉域網内に構築
・都市OS間の連携を可能とするAPIの実装

【データ収集回線】
・ローカル5G（※）、地域BWA、Ethernet （地域閉域網）

（※）愛媛CATVでは2021年よりローカル5Gサブスク型支援サービスをリリースしており、地域閉域網を活
用し、5Gに必要な設備を高性能なままシェアリングすることで、安価な5Gの自営利用を実現している。

三津浜地区（松山市）

工場（東温市、松山市）
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（ご参考）都市OSを活用したスマートシティサービス実装のイメージ

○地域課題を解決するためのスマートシティサービス事例集

…地域の課題を解決しうるスマートシティサービスの例や、

その導入に向けた工夫の事例などをご紹介しています。

https://www.soumu.go.jp/main_content/000808085.pdf

○事例紹介動画・インタビュー記事

…動画では、特徴的な地域課題を抱える自治体の取組をご紹介しています。

また、インタビュー記事では、先進的な取組を行う自治体の首長や実務担当者から、

取組に当たってのポイントなどを伺い、ご紹介しています。

https://www.mlit.go.jp/scpf/efforts/index.html

※「スマートシティ官民連携プラットフォーム」ホームページにおいて掲載。

区分 No
地方公共
団体名

タイトル 区分 No
地方公共
団体名

タイトル

都道府県 1 長崎県 県と県内市町との連携によるデータ連携基盤の構築

その他の市

8 会津若松市 オプトインによる共助型分散社会の実現

政令市

2 札幌市 市民の歩行で健康寿命を伸ばす 9 伊那市 地域による地域のためのスマートローカル★

3 さいたま市 民・学の力を最大限に活用★ 10 加賀市 デジタル化に集中投資、市が変わることで地域がついてくる

4 大田区 グリーンフィールドでの新産業創造・発信 11 加古川市 サービスの持続可能な収益モデルを事業者と描く

中核市

5 柏市 「公・民・学」がリードする課題解決型のまちづくり 12 新居浜市 庁内の横連携を生み、好発進

6 富山市 トライアンドエラーを促す共創の仕組み★ 13 人吉市 非常時は防災、平常時は観光

7 高松市 近隣自治体との都市OS共同利用
町村

14 更別村 農業のモデルチェンジによる地域課題解決

15 嬬恋村 キャベツから防災・観光へ広がるデータ活用

★は動画でも取組をご紹介している事例です。

【インタビュー記事一覧】

https://www.soumu.go.jp/main_content/000808085.pdf
https://www.mlit.go.jp/scpf/efforts/index.html
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事業イメージ

▪ AI、IoTや自動運転、ドローン等の未来技術を活用した地域課題の解決と地方創生を目指し、革新的で先導性と横展開可
能性等に優れた地方公共団体の取組に対して、未来技術の社会実装に向けた現地支援体制（地域実装協議会）を構築
し、関係府省庁による総合的な支援を行う事業。

▪ 未来技術を活用した地方創生に関する提案を地方公共団体から募集し、H30年度からR4年度までに合計53事業を選定。
選定から5年で社会実装を目指し複数年にわたる伴走型支援を行う。R4年度において45事業※に対して支援を実施中。
※ H30年度からR4年度までの選定合計53事業のうち8事業はR3年度末までに支援終了。

概 要

少子高齢化、生産年齢

人口の減少の結果、

・安全安心な地域づくりの

必要性の高まり

・産業、生活サービスの

衰退、担い手不足

・交通弱者の増加

など

地 域 課 題

社

会

実

装

▪未来技術を活用して地域課題の解決と地方創生を目指す取組を支援

▪関連する事業を一つにパッケージ化し、複数の関係省庁を交えた地域実装協議会にて総合的支援

▪今後3年間で一部実装、5年間で本格実装（事業化され自走すること）を見込む事業を対象

事業b
B省・C省支援

事業a
A省・B省支援

事業c
D省支援

地域実装協議会

地方公共団体
（事務局）

総合
調整

A市事業 関係省庁連絡会議

関係省庁
（うち1名は現地
支援責任者）

【議長】

内閣府地方創生推進

事務局長

【構成員】

各省庁地方創生関連

部局長

幹事会（課長級）

現地実施体制 国の支援体制

状況報告

支援指示

民間事業者
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都市におけるサービスの展開

【国土交通省】スマートシティ実装化支援事業

補助要件等

スマートシティのイメージ

全国の牽引役となるモデルプロジェクトとして、地域のスマートシティ実行計画に基づき、データや新技術を
活用した先進的な都市サービスの実装に向けて取り組む実証事業を支援。

スマートシティ実装化支援事業

補 助 2.8 億円

都市空間 サイバー空間（３D都市モデル）

センサー、IoTを通じて
あらゆるデータを継続的に取得

センサー

カメラ

ビーコン

膨大なデータをAI等で
解析し、最適解を予測データを取得、連携

カメラによる
人流分析・見守り

セキュリティ・見守り

自動運転・MaaSによる
快適な移動・物流

交通・モビリティ

まちあるきアプリによる
健康増進・まちの活性化

健康・医療

ビッグデータを活用したエリア
マネジメント・スマートプランニング

都市計画・整備

空間認識技術を活用し
たAR観光ガイド

観光・地域活性化
センシング技術による
インフラ管理

インフラ維持管理

リアルタイムデータによる
防災情報の発信

防災

３D都市モデルを活用した
太陽光発電量

環境・エネルギー

都市OS

地図・地形

環境 防災

交通・人流

インフラ・建築物

都市の様々な
データを統合

通常タイプ 都市サービス実装タイプ（R5拡充）

補助対象
実行計画に基づく先端的技術等を活用した先進的な都市サービスの実装
化に向けて取り組む実証事業

実行計画に基づく先端的技術等を活用した先進的な都市サービスについて
早期に実証からまちへの実装までを一体的に実施する事業

支援条件
①民間事業者等・地方公共団体を構成員に含むコンソーシアムであること
②都市・地域のビジョン、取組内容等を記載した「スマートシティ実行計画」
を策定、コンソーシアムがHPに公開していること

①② 左と同じ
③早期に実証からまちへの実装までを一体的に実施する事業であること
（原則2025年度までに実装すること）
④スマートシティ実装計画（複数年にわたる計画も可）を定めること

補助率
定額補助（上限2,000万円）
※実行計画に基づく取組のコンソーシアム負担額が国の補助額を上回ること

定額補助（上限5,000万円）
※実行計画に基づく取組のコンソーシアム負担額が国の補助額を上回ること
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⚫ 地域の社会課題や移動解決に資する新たなモビリティサービスの社会実装に向け、各地域の先進的な取組を支

援する「地域新MaaS創出推進事業」を実施。

経済産業省 「地域新MaaS創出推進事業」 について

事業概要・実施スキーム

⚫ 令和５年度予算案額として、CASE対応予算の内数と
して数億円程度でＭaaS実証を実施予定。

⚫ 地域の交通リソースの連携・統合等によるサービスの最
適化や、異業種との連携による新たな複合サービスを
提供等について、事業面／体制・環境面／受容性・効
果面を検証。

⚫ 今後、４月頃公募開始予定。

※現時点での見込みであり、今後変更の可能性あり

【実施体制】

⚫ 過去年度の「地域新MaaS
創出推進事業」の実証成果
や知見集は、右、経済産業
省ホームページに公表。

「スマートモビリティ
チャレンジ」

【北海上士幌町での実装例】

• 抱えていた社会・移動課題は、免許返納
者の増加による移動困難者の増加、コ
ミュニティバスの利用率の低迷、の２点。

• 令和2年度事業において、移動需要に
合わせた地域交通網の再構築と町の支
出負担の削減を目的に、複数路線のコ
ミュニティバスの統合とデマンド化を実施。

• 高齢者向けUI設計による予約システム
の開発を行うとともに、高齢者側の受容
性の検証、路線統合及びデマンド化によ
る運行委託費用の削減可能性を定量
的に実証。

• 令和４年度から、コミュニティバスのデマ
ンド化を実装。今後、デマンド化により非
稼働時間が可視化されたことから、当該
時間を活用した有償貨客混載事業を実
施予定。

コミュニティバス

高齢者向けUI設計
による予約システム

過去採択事業のサービス実装例
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令 和 ５ 年 度 予 算 額 ： ５ ５ 百 万 円
／令和4年度第二次補正予算：２５０億円の内数

MaaS連携高度化による移動のシームレス化の推進

◼ これまでの取組により、全国各地で課題解決のためのMaaSの取組が進展・継続中。
◼ 今後は、エリアや事業を超えた、よりシームレスで快適性・利便性の高い交通サービスの実現を目指すため、

各地のMaaSの取組の連携、各地域内における交通事業者のみならず他分野の事業者の連携等の促進を図る。

背景・必要性・概要

⚫ AIオンデマンド交通の導入支援

⚫ シェアサイクルや電動キックボード、グリーンスローモビ
リティ等の新しいモビリティの導入支援

MaaS実装に不可欠な交通事業者のデジタル化等の促進

⚫ エリアや事業を超えたシームレスな移動を実現するMaaSの実装

➢ 広域での連携を目指す取組や、マイナンバーカードの活用等幅広い事業者の連携を可能とする取組を重点的に支援。

➢ エリアや分野を跨いだ連携基盤の構築を目指し、必要な前提条件や要件・機能等を整理。

⚫ 新モビリティサービス事業計画の策定、評価に取り組む事業者への支援

MaaSの実装・連携

⚫ 交通情報データ化、混雑情報提供システム導入支援

➢ 地域内・広域でのデータ連携を実現するため、デジタル化
が進んでいない中小事業者等の底上げ

➢ DXによる経営やサービスの効率化、高度化

⚫ ICカードやQRやタッチ決済、顔認証等の新たな決済手段の導
入支援

➢ 決済データ蓄積によりサービスの高度化を可能にするとと
もに、キャッシュレスによるシームレスな移動の実現

＜取組事例＞

左：九州全域において、同一PF・アプリ基盤を導
入することで、シームレスなMaaSサービスを
広域で提供。

右：前橋市において、マイナンバーカードと交通
系ICカード連携による市民認証機能を実装し、
公共交通の市民割引等を提供。


